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○ 第６次敦賀市総合計画に向けての本市の課題 
 
１ 外部環境の変化にゆるがない発展 
  本市は、古代から交通の要衝としての地位にあり、現状においてもその位置づけに大

きな変化はありません。国土形成計画が求める本市の位置づけを考えた場合、その重要

性は、より一層高まっていると考えられます。このことは、まさに、開港に先立つ敦賀

県時代において県内における瓢箪のくびれと評された本市の地勢の重要性が、130 余年の

歳月を経て、敦賀港の近代化と内陸に向けた陸上広域交通網の変革により、改めて認識

されていると言えます。 
  しかし、本市の地勢は、よく言われるように、交通の結節点というプラスの要素だけ

があるわけではありません。本市の地勢における最大のマイナスの要素は、野坂岳をは

じめとする山岳に取り囲まれているという周辺地域との隔絶性にあります。 
  この隔絶性ゆえに、他の市町村と比べて、広域交通網の変遷をはじめとする外部環境

の変化の影響が直接的な形で、市の発展を左右することとなります。このことから、本

市が外部環境の変化の影響を強く受けるという地勢上の特性を有していることが言えま

す。 
  従って、本市においては、外部環境の変化にゆるがない発展を目指すことが非常に重

要な課題となります。 
 
２ エネルギー産業をはじめとする内発的な発展 
  ゆるがない発展を確立するためには、地域内の経済基盤に安定性をもたらす内発的な

発展要因を充実させる必要があります。 
  この産業面における内発的な発展要因の確保として着目したのが、原子力発電をはじ

めとするエネルギー産業の誘致であったと言えます。エネルギー産業の伸長は、本市に

雇用をはじめとする地域の経済基盤の安定をもたらすと同時に、本市行政の財政面を支

え、質の高い社会的インフラを整備することを可能にしてきました。このことから、本

市にとって、原子力発電をはじめとするエネルギー産業は、本市の内発的な発展を支え

る欠くべからざる資源であると同時に、他の地域との比較優位性を際立たせる重要な存

在であり続けていると言えます。 
  従って、エネルギー産業を基軸とした内発的な発展要因を充実させることは、外部環

境の変化にゆるがない発展の礎となると同時に、他の地域にはない魅力を備えることと

なる重要な課題であると言えます。 
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３ 第 5 の広域交通網の変革を的確に捉えた発展 
  近代以降、敦賀市は、4 つの大きな広域交通網の変革を経て、その都度、発展と衰退を

繰り返してきました。そして現在、平成 18 年度のＪＲ直流化開業による新快速電車乗り

入れを端緒として、舞鶴若狭自動車道の開通による関西圏との物理的・精神的距離の短

縮による結びつきのさらなる強化といった、第 5 の広域交通網の変革期と発展の転換点

を迎えていると言えます。この第 5 の広域交通網の変革は、関西圏や本市以外の嶺南地

方に対して、本市を新たな居住地域及び通勤・通学圏として提供する重要な機会である

と考えられます。 
  しかし、先に指摘した外部環境の変化を強く受けるという地勢上の特性を考えた場合、

この第 5 の広域交通網の変革と発展は、必ずしも本市の明るい未来のみを約束するもの

ではなく、人口流出の危険性があることから機会と危機が表裏一体のものであると言え

ます。そのため、第 5 の広域交通網を発展の契機として確実に捉えることが重要な課題

となります。 
 
  ◆ 図表Ⅲ－１ 近代以降における広域交通網の変遷と発展の転換点 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第1の変革と発展の転換：

第2の変革と発展の転換：

第3の変革と発展の転換：

第4の変革と発展の転換：

第5の変革と発展の転換：

大正期におけるウラジオストク
直通定期船就航等

明治中期における北陸線の開通

明治初期における鉄道敷設

対露貿易の伸長による開港以来の
繁栄の到来とそれが途絶した後に

おける敦賀港、敦賀の衰退

敦賀港の貿易の減少による
敦賀の衰退

敦賀港の貿易の伸長による
敦賀の発展

戦後における内陸広域交通網
の完成

緩やかであるが安定的な発展

現在における新快速電車の
乗り入れを端緒とした
関西圏との連絡強化

新しい発展の転換点

広域交通網の変革 発展の転換
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４ コンパクトシティの取組による発展 
  わが国は、先進諸国がこれまでの歴史で経験したことがないほど急速な少子化及び高

齢化傾向にあり、平成 16 年 12 月をピークに人口減少社会に突入しています。 
  このことから、広い視点からは、マクロ経済の縮小や将来の年金制度の在り方といっ

た問題が存在します。そして、地域のまちづくりを担う本市のような基礎的自治体にお

いては、既存の社会資本整備に対する需要の減少、それを支える財政的な問題、何より

既成市街地のにぎわいが失われるという問題に直面することとなります。 
  このような問題を解消するための一つの処方箋として考えられるのが、集約型都市構

造の形成、いわゆるコンパクトシティへの取組です。 
  人口減少社会の中で、それぞれの地域の特性と役割分担に配慮しつつ、コンパクトシ

ティへの取組を推進することによって、急速な少子化及び高齢化といった危機を、都市

としての持続可能性と魅力を創出する機会に転化することが重要な課題であると言えま

す。 
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Ⅰ 基本構想 
 
１ 目的 
  この基本構想は、平成 32 年度（2020 年度）における将来都市像を定め、本市の実施

する全ての施策が長期的に目指すべき大綱とします。 
 
２ 目標年度 
  この基本構想は、平成 32 年度（2020 年度）を目標年度とします。 
 
３ 基本理念 
  本市は、西から南、東にかけて三方を山岳が連なり、北は日本海に臨む雄大な自然に

囲まれ、天然の良港を中心とし、盛衰の歴史を繰り返しながら、特徴のある文化と細か

な人情、風情を育んできました。 
  そして、本市は、今や、急速な少子化及び高齢化、人々の価値観の多様化、そして地

縁型コミュニティの希薄化といった激しい環境の変化の只中にあります。このような変

化の中で、我々が育んできた誇りある文化と人情、風情を背景として、弛まぬ発展と前

進、そして市民相互の共生といった理想の実現に向けて、「自立」と「自律」を今次の基

本構想の基本理念とします。 
 
 ◎ 「自立」 
   我々は、豊かな自然と天然の良港である敦賀港をはじめとした特徴ある地勢を発展

の礎として、先人たちの英知と苦心の中、今日の穏やかで豊かな敦賀をともに築いて

きました。しかし、この港を中心とした発展の行動様式は、我々の努力では抗しがた

い外的な要因の影響を強く受け、そのたびに盛衰を繰り返すといった特徴を有すると

ともに、本市が自立的な発展の要素が乏しいことを物語るものであると言えます。 
   そこで、自立的な発展の原動力を「市民」として位置づけ、外的な要因にゆるがな

い内発的な発展を旨とし、「市民」の思いを実現するまちづくりを目指します。 
 ◎ 「自律」 
   近年の地方分権、地域主権の考えのもと、本市のような基礎的自治体の「自己決定」

と「自己責任」が強く問われるようになりました。このことは、同時に、本市の所有

者である市民一人ひとりの「自己決定」と「自己責任」が強く求められていることを

意味します。 
   そこで、我々一人ひとりが、共同体としての敦賀の誇り高い担い手として自覚と責

任を感じることができる、市民が主体となったまちづくりを目指します。 
 

 4 



４ 本市の課題の整理 
  本市の課題として、次のことをあげました。 
  ⅰ）外部環境の変化にゆるがない発展 
  ⅱ）エネルギー産業をはじめとする内発的な発展 
  ⅲ）第 5 の広域交通網の変革を的確に捉えた発展 
  ⅳ）コンパクトシティの取組による発展 
  これらを、本市特有の内部的な要因による課題（内的課題）と、本市を取り巻く外部

的な要因による課題（外的課題）とに分けると、ⅰ）、ⅱ）を内的課題に、ⅲ）とⅳ）を

外的課題に分けることができます。 
 
（１）内的課題 
   本市は、交通の要衝であると同時に、三方を山岳が連なり、北側は日本海に面した

隔絶性の高い地勢にあります。そのため、本市は、港や道路、鉄道等の広域交通網の

進展をはじめとした外部環境の変化に著しい影響を受けるという特徴があります。 
   このことから、本市にとって、広域交通網をはじめとする外部環境の変化にゆるが

ない発展を築くことは非常に重要な課題であると言えます。 
   そのためには、本市の発展を牽引してきたエネルギー産業等を資源として、内発的

な発展を充実することが重要な課題となります。 
 
（２）外的課題 
   本市は、現在、新快速の直流化をはじめとした新たな広域交通網の変革、そして急

速な少子化及び高齢化という大きな外部環境の変化の中にあります。 
   これらの外部環境の変化は、それに対して何らかの対策を講じなければ、人口流出

をはじめとする危機となって本市の前に立ちはだかります。 
   そのため、危機となり得るかもしれないこれらの外部環境の変化を、広域交通網の

変革にあっては新たな人口流入の契機として、また急速な少子化及び高齢化傾向にあ

ってはコンパクトシティの形成による魅力あふれるまちづくりの契機として捉え、危

機を機会に転化することが重要な課題となります。 
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５ 将来都市像 
  この十数年の間、本市は、第５次敦賀市総合計画に定める「世界とふれあう港まち 魅

力あふれる交流都市 敦賀」という将来都市像のもと、古くからの海陸交通の要衝とし

ての地域性を発揮させ、国内外の交流の促進による各分野の発展とこれを可能とする拠

点としての活力と魅力の創出を目指し、これまでの取組の中でその実現を着実に進めて

きました。 
  そして、今次の基本構想においては、これまでの取組、基本理念そして本市の課題を

踏まえ、将来都市像を次のとおりとします。 
 

世界をつなぐ港まち 人と希望がきらめく 交流拠点都市 敦賀 

～ 自立（自律）的発展航路 ～ 

 
（１）世界をつなぐ港まち 人と希望がきらめく 交流拠点都市 
   これまでの取組の中で、本市は海陸交通の要衝という本市の地域性を背景とした将

来都市像に定める交流都市の実現に向け、成果を積み重ねてきました。 
   そこで、「魅力あふれる交流都市」から、さらなる飛躍を実現するための次のステッ

プとして、これまでの取組である国内外における交流の促進と生活基盤の一層の充実

を図るだけでなく、様々な文化や地域、世代、価値観そしてそれに基づく様々な生き

方を受け入れることができる多様性を備えることで、本市に集う様々な人々が出会い、

ふれあい、そして互いに手を取り合うことが発展の起爆剤となり、交流拠点としての

本市の都市としての魅力を一層高めることはもちろんのこと、ここに住み、集う「人々」

やここで生まれる「希望」が煌々ときらめくまちづくりを目指します。 
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（２）自立（自律）的発展航路 
   「世界をつなぐ港まち 人と希望がきらめく 交流拠点都市 敦賀」の将来都市像が目

指すべき目的地であるとすれば、そこにたどり着くための航路が必要になります。そ

こで、基本理念と本市の課題から、そのきらめく目的地にたどり着くための航路とし

て「自立（自律）的発展航路」を提唱します。 
   本市は、持続可能な長期的かつ安定的な発展のために、外部環境の変化にゆるがな

い発展と、そのための内発的な発展の充実という内的課題を有しています。 
   そのため、基本理念に掲げるとおり、将来都市像の実現のために、自立的かつ自律

的な発展を目指すとともに、その発展の原動力を「市民」として位置づけます。 
   また、本市は古くから交通の要衝であり、関西圏や嶺南地方の中心拠点になり得る

という地勢上の特性から、発展の原動力である「市民」を周辺地域から取り込むこと

ができる可能性を有しています。 
   このことから、人口流出の危険性がある新たな広域交通網の変革や少子化及び高齢

化といった外的課題を本市の発展の機会に転化させ、現在の敦賀市民の定住志向を高

めるだけでなく、周辺地域からも移住したいと思わせるまちづくりを目指し、そのこ

とがさらなる発展の原動力である「市民」を蓄積するという「発展の好循環（発展の

サイクル）」の確立を目指します。 
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  ◆ 図表Ⅰ－１ 「世界をつなぐ港まち 人と希望がきらめく 交流拠点都市 敦賀」の

概念図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「
第
5
の
広
域
交
通
網
の
変
革
」

「
少
子
化
及
び
高
齢
化
」 内　　的　　課　　題

機会に転化

実　現
発展の原動力
の　蓄　積

発展の好循環
（発展のサイクル）

外　的　課　題 外　的　課　題

現状を放置（危機）

「外部環境の変化にゆるがない発展」
「内発的な発展」

「外部環境の変化を強く受ける地勢上の
特性」

関西圏や本市以外の嶺南地方の各都市からの人口流入

関西圏や本市以外の嶺南地方の各都市への人口流出

地勢上の特性
の 顕 在 化

発展の原動力
の　流　出発展の悪循環

機会に転化世界をつなぐ港まち 人と希望がきらめく
交流拠点都市 敦賀

～　自立（自律）的発展航路　～

現状を放置（危機）

実　現
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６ 将来指標と土地利用構想 
（１）将来指標 
  ① 将来人口 
    本市の自然体の将来人口は、わが国全体を取り巻く急速な少子化及び高齢化によ

り、長期的に著しい減少傾向にあると見込まれます。 
    この少子化及び高齢化といった外的課題に対して何ら対策を講じないとき、平成

21 年 9 月 30 日現在の 68,879 人を現在値として設定した場合、前期基本計画終了期

の平成 27 年には約 1,500 人減少の約 67,400 人、今次総合計画終了期の平成 32 年に

は約 3,400 人減少の約 65,500 人となることが予測されます。 
    そこで、今次の将来都市像が示すように、「発展の好循環（発展のサイクル）」を

確立し、敦賀市民の定住と市外の住民の移住を促進させ、「世界をつなぐ港まち 人
と希望がきらめく 交流拠点都市 敦賀」が実現するとき、将来人口は、次の図表の

とおりとなります。 
    将来都市像を実現した場合の将来人口は、自然体の将来人口と比べて、前期基本

計画終了期の平成 27 年には 600 人、今次の総合計画終了期の平成 32 年には 1,500
人が増加すると見込みます。この主な増加要因は、将来都市像に示すとおり、内発

的な発展の核となる企業誘致等をはじめとする産業政策や、市民の生活基盤の充実

を図る福祉政策等が総合的に取り組まれることによる市民の定住と人口流入の促進

があげられます。 
 
  ◆ 図表Ⅰ－２ 将来人口 

（単位：人）

平成21年 平成27年 平成32年

将来都市像を実現した場合の将来人口 68,879 68,000 67,000

14歳以下人口（年少人口） 10,063 9,300 8,800

15歳～64歳人口（生産年齢人口） 43,576 41,400 39,800

65歳以上人口（高齢人口） 15,240 17,300 18,400

自然体の将来人口 68,879 67,400 65,500

14歳以下人口（年少人口） 10,063 9,100 8,100

15歳～64歳人口（生産年齢人口） 43,576 40,900 38,700

65歳以上人口（高齢人口） 15,240 17,400 18,700

※住民基本台帳による推計値、ただし平成21年については9月30日現在の実数値
※外国人含む。

区　　　　　　　　分 
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64,500

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 平成32年

65,500

66,500

67,500

68,500

将来都市像を実現した場合の将来人口 自然体の将来人口

人

600人増加

1,500人増加



  ② 産業構造 
    上記の将来都市像を実現した場合の将来人口をもとに、産業構造の将来推計とし

て、産業別就業者数を推計すると、急速な少子化及び高齢化を背景とした人口減少

の中で、就業者数全体は減少傾向にあります。その一方で、第 3 次産業の構成割合

は非常に高い傾向にあり、都市型の産業構造が維持されることが見込まれます。 
 
  ◆ 図表Ⅰ－３ 産業構造（就業者数） 
 （単位：人）

区　　　分 平成21年 平成27年 平成32年

第１次産業 900 800 800

第２次産業 10,400 10,200 9,800

第３次産業 22,700 22,100 21,500

総　　　数 34,000 33,100 32,100

※国勢調査による推計値
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（２）土地利用構想 
   近年において、核家族化傾向による世帯数の増加、モータリゼーションの進展、大

規模集客施設の郊外への立地に伴う商業機能や居住地域の郊外化により、市街地が拡

大傾向にあります。 
   このことは、都市計画区域内においては、商業機能や居住地域の郊外化により、中

心市街地の衰退と空洞化を招き、都市計画区域外のいわゆる郊外にあっては、豊かな

自然環境が損なわれることが懸念されています。 
   上記のような問題が、わが国の各地方都市で顕在化している中で、近年の地方分権

化傾向と、平成 18 年度におけるいわゆるまちづくり三法の改正により、これらの懸念

される問題に対して、地方公共団体が主体的に取組む必要性が増大してきています。 
   このことから、本市の土地利用構想においては、都市機能の集積促進、いわゆるコ

ンパクトシティの形成を前提とし、本市が持つ港や駅周辺を中心とする伝統的なにぎ

わいのあるまちなみの維持や再生と郊外の豊かな自然環境との調和を図り、交流拠点

都市及び自立（自律）的発展都市にふさわしい、計画的な土地利用を推進します。 
  ① 都市的地域における主な土地利用 
    都市的な地域における土地利用については、基本的な指針となる敦賀市都市計画

マスタープランに定めることとなりますが、本基本構想においては、土地利用の構

想として次のことを規定します。 
   ア 住居系土地利用 
     急激な少子化及び高齢化を背景として、次世代の養育・育成を主に担う若年世

代及び古くからの定住住民である高齢者世代がともに快適でゆとりある生活環境

を送ることができるように、多世代居住を可能にする居住環境の形成を図ります。 
     そして、街なか居住の推進により、中心市街地における住民の定住促進を図り

ます。 
   イ 工業系土地利用 
     地域の発展には、市民の雇用や所得を支える産業としての工業の発展、誘致、

育成が不可欠です。しかし、本市においては、海と山岳に囲まれた平野部が狭小

であるという特徴があるため、他の地域に比して、より一層、住環境との混在に

留意する必要があります。このことから秩序ある工業系の土地利用を図ることが

重要であると言えます。 
     さらに、国土政策上においては、発展の著しい東アジア地域と隣接する日本海

国土軸上に位置し、後背に京阪神と中京という 2 大都市圏を有する本市は、東ア

ジア地域との交流・連携を通じて、わが国全体の発展を牽引することが期待され

ています。そして、国道 8 号敦賀バイパス、国道 27 号金山バイパスの完成、更に

は舞鶴若狭自動車道が開通することによって敦賀港の一層の利便性向上が期待さ

れており、本市の広域的な物流拠点としての地位を確たるものとするために、敦
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賀港と一体となった工業振興を推進する土地利用を図ります。 
   ウ 商業系土地利用 
     商業系土地利用については、先に示したとおり、モータリゼーションの進展や

大規模集客施設の郊外立地による商業機能の郊外化だけでなく、居住地域それ自

体も郊外化が進行していることから、近年、特にまちづくりを担う市町村の主体

的な取組が求められています。さらに、郊外化の進行は、市街地の拡大と都市機

能の拡散を招くだけでなく、郊外における豊かな自然環境に対して過度の負荷を

もたらす危険性があります。 
     そのため、都市機能の集積、いわゆるコンパクトシティに取組を前提として、

商業機能の集積を目指す土地利用を図り、ＪＲ敦賀駅周辺の健全な高度利用及び

市街地の再整備を図ることで、市外の住民に対しても魅力を発信することができ

る既成市街地のにぎわいを創出することを目指します。 
  ② 非都市的地域における土地利用 
    非都市的地域においては、本市の地勢の特性上、多くは山間部や森林地域、そし

て農業地域が分布しています。これらの地域においては、本市の豊かな自然環境そ

のものを育む地域であると同時に、生活に彩を与えるレクリエーション機能を持っ

ています。また、特に市域の約 8 割を占める森林地域においては、近年では二酸化

炭素の吸収や水源の涵養等の多面的な機能が注目されています。 
    これらの地域においては、土地利用調整条例等による規制誘導策によって、郊外

における野放図な開発行為等を抑制することで、将来の世代の財産となる自然環境

の保全に努めます。 
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  ◆ 図表Ⅰ－４ 都市的地域と非都市的地域 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

都市的地域 

非都市的地域 
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Ⅱ 戦略目標の設定 
 
１ 戦略的な枠組みの必要性 
  基本構想を実現するために、市民のニーズを中心とした行政ニーズに基づいて基本計

画を設定し様々な施策を展開することとなりますが、行政の取組は、どうしても法令等

に基づく行政組織の機構を前提とした、縦割りの対応となりがちであるという欠点があ

ります。 
  そこで、今次の総合計画の将来都市像を実現するために、どのように施策を展開すべ

きかといった戦略的な視点で、本市の戦略目標を設定することとします。 
  この戦略目標を設定することで、行政組織を前提とした政策分野ごとの縦割りになり

がちな取組を、将来都市像の実現といった目的に向けた、横断的かつ総合的な取組に再

編成することが可能となります。 
 
２ 戦略目標の設定 
  今次の基本構想においては、「市民」を自立（自律）的発展の原動力として、敦賀市民

の定住と市外の住民の移住を促す「発展の好循環（発展のサイクル）」の確立によって、

将来都市像である「世界をつなぐ港まち 人と希望がきらめく 交流拠点都市 敦賀」の実

現を目指すこととしました。 
  つまり、将来都市像の実現のためには、発展の原動力として位置づけた「市民」の思

いが非常に重要になります。 
  このことから、将来都市像を実現するための戦略目標を市民がまちづくりについてど

のような欲求を持っているかという視点によって設定します。 
  そこで、市民のまちづくりに対する欲求を考察する上で、欲求段階説という考え方が

参考になります。欲求段階説とは、人間の欲求は、ピラミッドのような形で、底辺から

はじまって、下位の欲求が満たされると、1 段階上の欲求の充足を満たすことを目指すと

いう考え方です。この欲求段階説は、下から順に、衣食住等の人が生きていく上で欠か

せない生理的欲求、2 段階目に生を脅かされない安全を求める安全欲求、3 段階目に、会

社や家族等のある集団への帰属を求める帰属欲求、4 段階目として他者からの賞賛を求め

る自我の欲求、そして最後に 5 段階目として、あるべき自分になりたいという自己実現

欲求によって構成されています。 
  これを、市民のまちづくりに対する欲求として変換し、今次の将来都市像を実現する

ための本市の戦略目標として次の柱を設定します。 
 
（１）戦略目標①：生活基盤を支えるまちづくり 
   まちづくりにおいて、人々は、都市の機能として、まず日々の生活の基盤となる基

礎的な機能の充足を求めると考えられます。 
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   そのため、生活の基盤として、日々の糧を得るための雇用を支える産業基盤、居住

環境や自然環境、生活の安定を支える福祉環境等の日々の生活基盤を充足させること

を戦略目標として設定します。 
 
（２）戦略目標②：安全安心を支えるまちづくり 
   日々の安定した生活基盤が充足した後、人々は、都市の機能として、日常及び非日

常における生命及び財産の安全を求めると考えられます。 
   そこで、日常あるいは非日常において、生命や財産が脅かされないという安全安心

を確保することを戦略目標として設定します。 
 
（３）戦略目標③：快適な生活を支えるまちづくり 
   生活基盤や安全安心といった都市の基本的な機能が果たされた後に、人々は、自ら

が帰属する都市について、より質の高い生活環境を求めると考えられます。 
   そこで、戦略目標①及び②で達成を目指す都市の基本的な機能の上に、より質の高

い生活環境の提供といった敦賀市としての魅力を上乗せすることで、市民の定住志向

を高める戦略目標を設定します。 
 
（４）戦略目標④：魅力を発信するまちづくり 
   敦賀港やエネルギー産業による地域振興策等といった本市にしかない強みによって、

戦略目標③までで構築された都市の魅力にさらに磨きをかけ、他の地域との比較優位

性を高めることで、市民の定住志向を確たるものにするだけでなく、観光振興策等を

もってその魅力を発信し、市外の住民を本市にひきつけることを戦略目標として設定

します。 
 
（５）戦略目標⑤：充実した生を支えるまちづくり 
   市民が定住を考えたり、市外の住民が流入を志向したりするためには、あらゆる世

代の人々が、自らの生を自分らしく生きることができる環境が整っていることが必要

です。 
   そこで、「市民」の方々が、自分らしい豊かな生活を送ることができるようにするた

めに、知的好奇心や文化的な欲求等を満たすことを戦略目標として設定します。 
 
（６）新しい公のかたち 
   近年、地方公共団体を巡る環境の変化は激しく、地域のまちづくりを担う基礎的自

治体として、それらの変化に行政だけでなく市民が主体となって対応することが求め

られています。 
   そこで、まちづくりにおける以上の全ての戦略目標に基づく施策を機動的にかつ迅
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速に展開するために、地方分権等に対応した効率的な行政組織を構築することはもち

ろんのこと、本市に住む全ての人々が共同体としての本市の活動や運営に参画するこ

とができるより開かれた地域社会を実現するといった新しい公のかたちを目指します。 
 
  この①～⑤の 5 つの戦略目標は、人間の欲求段階説を参考に構築しましたが、それと

は決定的に異なる点があります。それは、欲求段階説が、下位の欲求を充足させてはじ

めて、上位の欲求の充足を目指すことを前提としていることに対して、敦賀市のまちづ

くりにおける欲求段階においては、必ずしも下位のまちづくりへの欲求の充足から次の

段階のまちづくりの欲求の充足へという段階を踏まないということです。 
  つまり、まちづくりの欲求段階においては、5 つの欲求段階（戦略目標）を包括的に充

足することを目指すこととなります。なぜなら、ある程度の物質的な豊かさが形成され

ているわが国の都市において、まちづくりにおける欲求を段階的に満足させる取組を行

うだけでは、他の地域と比較して高い都市の魅力を創出することは困難であり、これら

の戦略目標が総合的に取り組まれることではじめて、本市の市民だけでなく、市外の住

民をも魅了する魅力を創出することが可能であるからです。 
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  ◆ 図表Ⅱ－１ 敦賀市のまちづくりにおける欲求段階と戦略目標 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【敦賀市のまちづくりにおける欲求段階】【　人　の　欲　求　段　階　】
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  ◆ 図表Ⅱ－２ 基本構想（将来都市像）と戦略目標 
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Ⅲ 基本構想の実現に向けて 
 
１ 基本計画（戦略計画）の設定 
  基本構想は、今後 10 年間の大きな方向性を指し示す、いわば目的地と大まかな航路を

示すものです。これを実現するために、基本構想の下に基本計画を置き、政策分野ごと

または施策ごとの基本的な方向性を定めることとします。 
  基本構想に掲げる将来都市像の実現のためには、まず市民をひきつけるまちづくりが

必要であると考えます。そのため、基本構想を実現するための基本計画には、市民の目

線、すなわち市民が何を望んでいるかという視点が重要になります。 
  このことから、基本構想を実現するための基本計画は、次の観点から設定します。 
 
  ⅰ）行政サービス等の市場としての敦賀市 
    本市を行政サービス等の大きな市場として捉え、市民を行政サービス等を享受し、

またその負担を担う需要者として、そして、本市やその協働のパートナーとなる NPO
法人やボランティアを行政サービス等の供給者として捉えます。 

  ⅱ）行政ニーズの充足を目指す基本計画 
    需要者である市民のニーズが中心となる行政ニーズを把握し、それに沿った施策

の方向性を基本計画として設定します。 
 
  ◆ 図表Ⅲ－１ 基本計画の設定に関する概念図 
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  また、基本計画は、市民の負託を受けた市長が、行政サービス等の需要者である市民

の思いを背景として、基本構想実現のために、行政機関各部局に対して与える戦略的な

命令であることから、本市の行政機関内部においては、基本構想実現のための行政機関

の活動を長期的に方向づける、行政運営（経営）における高次の戦略計画として位置づ

けられます。 
 
２ 施策の体系 
  第６次敦賀市総合計画の施策体系においては、上記のとおり、基本構想を実現するた

めの目標である基本計画が、市民の行政ニーズをもとに設定されます。そのため、基本

計画の設定をもってはじめて、総合計画の全体の体系が構築されることとなります。 
 
 




